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図1. 一般高齢者人口に対する「運動器の

機能向上」事業参加率 
（高齢者人口規模が少ない自治体） 

図2. 一般高齢者人口に対する「運動器の

機能向上」事業参加率 
（高齢者人口規模が中等度の自治体） 

図3. 一般高齢者人口に対する「運動器の

機能向上」事業参加率 
（高齢者人口規模が多い自治体） 

・平均値 
高齢者人口：1649.1人 
参加実人数：21.2人 

・平均値 
高齢者人口：4814.4人 
参加実人数：27.9人 

・平均値 
高齢者人口：15358人 
参加実人数：41.9人 


